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１. ベトナム視察調査
　今回の視察は、会員各社が海外事業展開す
る上で生じる特有の課題について、現地に進
出している日本の企業がどのように解決策を
模索しているかを把握するため、現地調査を
行った。その具体的な調査項目は次の 4 項目
である。
　①プロジェクトを進める上での国内プロ
　　ジェクトとのマネジメント上の違い
　②現地下請、作業員の質の確認方法、トラ
　　ブルの内容と解決方策
　③資機材調達上の課題
　④安全、保安対策、職員健康管理上の留
　　意点
　現地視察先は、協会会員会社がすでに進出
し工事実績の多いベトナムを選び、各会社が
担当する現場を対象に、現場視察と担当者へ
のヒアリングを行った。また、ベトナムのイ
ンフラ開発計画に関わる最新の動向を情報収
集するため、在ベトナム日本大使館と JICA 
ベトナム事務所にヒアリングを実施した。
　今回のベトナム視察調査の行程は、2014 年
6 月 30 日～ 7 月 5 日の 6 日間で、大使館・
JICA・3 現場・2 完成港（同一エリア）を訪問
した（図 -1 ）。

２. 調査結果
2-1. ベトナムの概況

　ベトナムの概要を表-1 に示す。ベトナム

　一般社団法人日本埋立浚渫協会・国際部会では、協会会員会社の海外展開支援のため、現地の状況把握と進
出にあたっての課題抽出をテーマに活動を行っている。その部会活動の一環として、ベトナム社会主義共和国

（以下｢ベトナム｣と言う）における協会会員会社の担当現場を対象に、現地視察調査を行った。調査は、各現場
が抱える海外ならではの課題を確認できるよう、現場の視察と担当者へのヒアリングを実施した。また、ベト
ナムのインフラ開発計画に関わる最新の動向を情報収集するため、在ベトナム日本国大使館と JICA（国際協力
機構） ベトナム事務所にもヒアリングを行った。本文は、会員 10 社 19 名からなる調査団（団長：国際部会副
部会長 渡辺 薫）によって実施した調査結果を報告するものである。

一般社団法人 日本埋立浚渫協会　国際部会　ベトナム視察調査団

平成26 年度 ベトナム視察調査報告

の政体は社会主義共和国であり、内政は 1986 年の党大
会にて採択されたドイモイ（刷新）路線を継続し、外資
導入に向けた構造改革や国際競争力強化に取り組んで
いる。
　近年の経済概況として、2000 年～2010 年の平均成
長率は 7.26％を達成しているが、現在は緩やかに鈍化
している。現在、一層の市場経済化と国際経済への統
合を目指しているが、不透明なマクロ経済状況、未成
熟な投資環境、国営企業の非効率性などの懸念材料も
残っている。
　日本はベトナムにとって最大の経済援助国である。
その援助実績として、2011 年度以降は年間援助供与額
2,000 億円超であり、我が国 ODA はベトナムの経済
社会インフラ開発等に大きく貢献している。
2-2. 会員各社の担当工事概況

（1）ラクフェン港建設工事パッケージ６

　本工事は、「ラクフェン港建設計画」のコンテナター
ミナルインフラ工事（埋立・地盤改良・護岸・防波堤）
を行うものである（表 -2、図 -2）。

　現場は 2013 年 7 月 3 日着工より約 1 年経過し、地盤改
良が終了、現在は 1 日当たり埋立土量約 8,000m3で工事が

が進められており、全体進捗率は 43%であった（写真-1）。
（2）ベトナム南北鉄道工事（CP1-A）

　本工事は、ベトナムの国有鉄道である「南北鉄道」
の老朽化対策のため、円借款によるリハビリ事業の一
環である（表 -3）。

　橋梁区間の既設ドイツ製トラス橋は、完成から約
100 年が経過しており、タイドアーチ橋に架け替え工
事が進行中であった。施工は、タイドアーチ橋 1 スパ
ンの架設が完了していた（写真 -2）。

（3）ニソン製油所・石油化学コンプレックス建設プロ

　　ジェクト 海上工事第２工区

　本プロジェクトは、事業主（合弁会社）がニソンに製

図－ 1　調査行程と経路図

表－ 1　ベトナムの概要

表－ 2　ラクフェン港建設工事パッケージ６概要

図－ 2　ラクフェン港完成予想図

表－ 3　ベトナム南北鉄道工事（CP1-A）概要

写真－ 1　コンテナターミナルエリア施工状況

写真－ 2　橋梁区間タイドアーチ橋施工状況
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油所と石油化学コンビナートを建設するものである。
本工事は、同プロジェクトの海上工事を施工するもの
である（表 -4）。

　海水取水ポンプ場は、仮設の二重締切矢板にて海水
遮水後、オープン掘削にて施工が進められており、視
察時は底版の第１回コンクリート打設を完了したとこ
ろであった（写真 -3）。現場付近は遠浅の海岸である
ため、陸上からのアプローチにて各岸壁後背地の埋立
完了後に、鋼矢板などの岸壁・護岸施設に着手してい
く方法が採られていた。

（4）カイメップ ･ チーバイ港

　ベトナム南部（バリア・ブンタオ省）のカイメップ・
チーバイエリアにおいて、日本のＯＤＡ資金でコンテ
ナおよび一般貨物ターミナルの関連施設を建設した事
業である。本事業は、増大する貨物需要への対応と、
南部を中心とした経済発展に寄与するために整備さ
れ、建設は協会会員会社が施工した。周辺には多くの
民間バースも整備されており、それらを含めた完成港
を海と陸より視察した（写真 -4）。
2-3. 課題点解決のヒアリング結果

　今回の視察調査の目的である、海外工事特有の課題

とその解決方法についてヒアリング結果を項目ごとに
とりまとめた。その状況は訪問先によって異なるため、
ヒアリング結果を表 -5 に整理した。
①プロジェクトを進める上での国内プロジェクトとの

　マネジメント上の違い

　ベトナムで日本企業がプロジェクトを進める上で大
きな問題点は 2 つある。それは「土地収用」と「発注者
からの工事金支払い（以下「支払い」と言う）」である。
　日本の国内工事でも同様だが、土地収用問題が工事
の進捗を左右させている。特にベトナムの土地収用に
関しては、公共事業であっても発注者が事前に調整す
るのではなく、コントラクターが対応させられている
ようである。ベトナムは、強制執行がなく慢性的な資
金不足であるため、土地収用が先に進まない。また、
ベトナムは、仮に契約の締結事項であっても、ベトナ
ム法規が優先され、土地収用についても契約の履行が
されず、支払い等が遅延される場合がある。この対策
として、ベトナム法規に詳しい国際弁護士や日本大使
館、JICA に相談するなどの対応策を講じているが、
例え ODA 案件であっても大使館や JICA より発注者
に土地収用を指示することはできない。この解決策と
しては、根気よく説明 ･ 協議を継続するしかないよう
である。
　次に、支払いについてであるが、ODA 工事でも支
払い遅れが発生しており、3 年遅れも珍しくない。ベ
トナムでは問題が発生した場合、その責任が組織では
なく個人に課せられる。このため、役所においてもそ
のリスクを避けるため、決裁事項を渋る傾向があり、
支払いが遅れるようである。さらに、ベトナムは、口
頭約束はないに等しく、すべてがレター文化（重要事
項は文章に残す）である。
　プロジェクト参入に失敗しないためには、案件を見
極めて選別する必要があるが、これにはプロジェクト
の調査・設計の初期段階よりできるだけ情報入手に努

25

める方法が有効のようである。
②現地下請、作業員の質の確認方法、トラブルの内　

容と解決方策

　現場組織は、日本人技術者とローカルスタッフで施
工管理を行っている。日本と比べ現地下請の技術は低
いが、業者によっては良好な施工ができる。一般的に

表－ 4　ニソン製油所 海上工事第２工区概要

写真－ 3　海水取水ポンプ場の施工状況

写真－ 4　カイメップ港視察

表－ 5　「海外工事特有の課題点」の解決方法ヒアリング結果
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の
人
工

島
。
浦
賀
水
道
航
路
を
挟
ん
で

千
葉
県
寄
り
に
あ
る
第
一
・
第

二
海
堡
と
、
神
奈
川
県
寄
り
の

第
三
海
堡
が
あ
り
、
こ
の
う
ち

第
一
・
第
二
海
堡
は
今
も
残
る
。

第
三
海
堡
は
竣
工
の
２
年
後
の

１
９
２
３（
大
正
12
）年
に
発
生

し
た
関
東
大
震
災
で
大
き
な
被

害
を
受
け
、
地
盤
が
４
・
８
ｍ
沈

下
。
砲
台
な
ど
の
施
設
の
３
分

の
１
が
水
没
し
た
。
そ
の
後
、

太
平
洋
戦
争
な
ど
が
始
ま
っ
た

た
め
、
修
復
は
行
わ
れ
ず
、
波

浪
な
ど
で
崩
壊
が
進
ん
だ
。

　

工
事
前
の
第
三
海
堡
は
構
造

物
の
一
部
が
わ
ず
か
に
海
面
か

ら
出
て
い
る
だ
け
で
暗
礁
化
し

て
い
た
。
こ
の
た
め
船
舶
の
座

礁
事
故
な
ど
が
相
次
い
で
発
生
。

国
は
２
０
０
０（
平
成
12
）年
か

ら
コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物
な
ど

の
撤
去
工
事
に
着
手
し
た
。

　

工
事
は
数
工
区
に
分
け
て
実

施
。「
当
社
は
Ａ
工
区
と
呼
ば
れ

る
と
こ
ろ
を
担
当
し
、
探
照
灯

の
台
座
や
弾
薬
庫
な
ど
の
３
つ

の
コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物
を
引

き
揚
げ
ま
し
た
。
探
照
灯
の
台

座
が
最
も
大
き
く
約
９
０
０
ト

ン
も
あ
り
ま
し
た
」。

　

施
工
は
ま
ず
磁
気
探
査
機
や

突
き
棒
で
不
発
弾
な
ど
の
危
険

物
探
知
を
行
い
、
そ
の
後
コ
ン

ク
リ
ー
ト
構
造
物
の
周
囲
の
土

砂
を
大
型
掃
除
機
の
よ
う
な｢

エ

ジ
ェ
ク
タ
ー｣

で
吸
い
上
げ
た
。

次
に
構
造
物
の
寸
法
を
測
り
、

三
次
元
Ｃ
Ａ
Ｄ
で
形
状
を
把
握

し
た
。「
土
砂
の
吸
い
上
げ
や
寸

法
測
量
は
す
べ
て
潜
水
士
が
担

当
し
た
の
で
す
が
、
大
型
船
舶

の
航
跡
波
や
潮
流
が
速
い
な
ど
、

厳
し
い
作
業
環
境
で
し
た
。
特

に
寸
法
測
量
は
水
中
の
視
界
が

狭
く
、
形
状
も
複
雑
な
た
め
、

困
難
を
き
た
し
ま
し
た
」。

　

構
造
物
は
１
，４
０
０
ト
ン

の
起
重
機
船
で
吊
り
上
げ
て
台

船
に
載
せ
て
陸
地
ま
で
搬
送
す

る
。
た
だ
、
バ
ラ
ン
ス
良
く
吊

り
上
げ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た

め
、
神
経
を
使
う
作
業
と
な
っ

た
。「
１
０
０
年
近
く
前
の
コ
ン

ク
リ
ー
ト
の
強
度
が
ど
の
程
度

あ
る
の
か
を
調
査
し
、
埋
め
込

む
ア
ン
カ
ー
の
長
さ
な
ど
、
各

種
の
検
討
を
事
前
に
行
い
ま
し

た
。
そ
れ
で
も
作
業
当
日
は
不

安
で
い
っ
ぱ
い
で
し
た
」。

　

構
造
物
の
吊
り
上
げ
撤
去
は

無
事
に
終
了
。
そ
の
後
、
構
造

物
は
魚
礁
や
堤
防
な
ど
に
再
利

用
さ
れ
た
。

　
「
海
洋
工
事
は
準
備
が
大
変
で

す
。
大
型
作
業
船
で
吊
り
上
げ

て
し
ま
え
ば
そ
れ
で
終
わ
り
で

す
が
、
そ
こ
に
行
き
着
く
ま
で

に
水
深
の
確
認
や
適
切
な
ア
ン

カ
ー
の
位
置
な
ど
、
事
前
の
調

査
が
重
要
に
な
り
ま
す
。
海
象

や
気
象
な
ど
自
然
条
件
に
も
大

き
く
左
右
さ
れ
ま
す
か
ら
、
経

東
京
湾
口
航
路（
浦
賀
水
道
航
路
）方
塊
撤
去
工
事（
そ
の
５
）

万
全
な
準
備
を
整
え
工
事
に
挑
む

The project in my life

験
が
物
を
言
う
世
界
か
も
し
れ

ま
せ
ん
」。

　

入
社
し
て
25
年
間
、
現
場
に

携
わ
り
陸
上
、
海
洋
の
両
工
事

を
経
験
し
た
。
２
０
０
３（
平
成

15
）年
に
管
理
部
門
に
異
動
し
た

が
、
今
で
も
現
場
時
代
の
こ
と

を
思
い
出
す
。「
現
場
は
肉
体
的

に
き
つ
い
こ
と
も
多
い
の
で
す

が
、
自
分
の
考
え
で
さ
ま
ざ
ま

な
工
夫
も
で
き
、
や
り
が
い
が

あ
る
仕
事
。
最
近
は
発
注
ロ
ッ

ト
が
細
分
化
さ
れ
、
限
定
的
な

工
種
で
の
仕
事
が
増
え
て
い
ま

す
が
、
若
い
人
た
ち
に
は
、
い

ろ
い
ろ
な
現
場
を
経
験
し
、
総

合
的
な
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
で
き
る

よ
う
に
な
っ
て
ほ
し
い
で
す
」。

　

こ
れ
ま
で
の
経
験
を
生
か
し
、

若
い
技
術
者
へ
の
指
導
が
こ
れ

か
ら
の
業
務
の
一
つ
の
柱
に
な

り
そ
う
だ
。

易 
 

直 

樹
氏

　1978（昭和53）年大本組入社。島根
県の災害復旧工事や常陸那珂港工事な
どの海洋工事を担当。25年間の現場勤
務のうち海洋工事と陸上工事が約半分
ずつ。2003（平成15）年に東京港出張所
長、2007（平成19）年横浜支店土木部長、
2012（平成24）年東京本社土木部次長。
岡山県出身。55歳。

易 　 直樹 氏 （えき・なおき）

右
写
真
は
、約
９
０
０
ト
ン
の
探
照
灯
の
台
座
を

吊
り
上
げ
た
と
こ
ろ
。
上
図
は
、東
京
湾
の
地
図
。

ベトナム人の付き合い方は日本人とよく似ていること
から、ローカルスタッフを交えコミュニケーションを
とりながら根気強く指導していくことでトラブル回避
と問題を解決している。
　また、ベトナムでは ODA 案件でも国から下請業者
を斡旋 ･ 指導されることが多いが、予算が合わないた
め、金額の折衝を行うケースが多い。
③資機材調達上の課題

　ラクフェン港において、日本からの調達品の関税は、
発注者であるベトナム政府が負担することになってい
る。しかしながら、ベトナム政府がそれを準備できな
いため、すでに日本で納品準備完了している調達品が
輸入できないという問題が発生していた。このように
日本からの調達に関しても、発注者の対応の悪さが見
られる。このような問題が発生しないよう、事前に何
らかの対策を取る必要があるが、その対策は現在も模
索中のようである。
　ベトナム国内調達品は、スペックを満たさない資材
等があるため、出荷先の原材料から厳しいチェックや
注意喚起が必要である。場合によっては、QC 監視員
を常駐させ、品質の安定化を図る必要がある。
　これより、ベトナム国内調達材については、監視を
厳しくすることで、品質確保が可能と考えられる。

④安全、保安対策、職員健康管理上の留意点

　ベトナムは、一般的に治安が良く、現地人とのトラ
ブルもないようである。しかし、治安が良い国であっ
ても、すべての場所で安全ということではないので、
注意を怠らないような姿勢が必要であろう。
　ベトナムは高温多湿の期間が長いため、作業は早朝
から開始し、昼休みを 2 時間程度確保して職員および
作業員の健康に留意している。また、現場は市街地か
ら離れている場合が多く、現場周辺には娯楽が少ない
ので精神的なストレスのケアが大事である。職員の帰国

回数や休日は各社により異なり、一般的に一時帰国は 3 
ヵ月ないし 6 ヵ月に 1 回程度である。通常の休日は日曜
日のみのようであるが、職員が交代して、より多くの休
日や帰国期間の確保に努めているようであった。

3. 最後に
　今回の視察は、ベトナムを南北縦断的に移動したが、
バスで走行した国道 1A 号線（ハイフォン～ビン）は、
改良工事中であり仮設道が悪路であったため、長時間

（9時間）に渡りバスの乗り心地が悪く、改めてインフ
ラ整備の重要さを痛感させられた。会員各社の現場を
偏ることなく（海･陸,官･民）横断的に視察させてもら
い「海外工事特有の課題」とその解決策を調査したが、
我々調査団が現地を直接訪ねることにより、実感させ
られた課題点も多くあった。
　国際部会は、今後も「海外工事特有の課題とその解
決策」をとりまとめ、会員各社の海外展開支援に貢献
していく方針である。最後に、今回の現地視察調査を
快く受け入れてくださった、在ベトナム日本国大使館
と JICA ベトナム事務所の方々、ベトナムに進出して
いる会員各社の現場担当の方々には大変お世話にな
り、心より感謝の意を表す次第である。

（文責：五洋建設㈱ 渡辺 薫　   りんかい日産建設㈱ 新谷 聡）

写真－ 6　ラクフェン港でのヒアリング状況

写真－ 5　JICA ヒアリング状況

写真－ 7　カイメップ港ゲートにて団員一同
（ターミナル名に「ODA」の文字が刻まれている）


